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序     文 
 

マラウイ共和国（以下、「マラウイ」）では、2011 年 11 月より 4 年間の計画でマラウイ北部に

位置するムズズ農政局管内の 4 県を対象とした「持続可能な土地管理促進プロジェクト」を実施

中です。プロジェクトの中間地点にあたる 2014 年 1 月から 2 月にかけて、独立行政法人国際協

力機構（JICA）は、JICA 客員国際協力専門員 佐藤 武明 を団長とする中間レビュー調査団 4 名

を現地に派遣しました。同調査団はマラウイ関係機関との協議及び現地視察等を通じて、プロジ

ェクト成果の達成状況を確認し、レビュー結果を報告書としてまとめ、結果をミニッツに署名し

ました。 

本報告書は、同調査団の調査結果等を取りまとめたものであり、今後本プロジェクトの実施に

あたり、広く活用されることを願うものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 
平成 26 年 6 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 北中 真人 
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SLM Sustainable Land Management 持続的土地管理 

SMSs Subject Matter Specialist（s） テーマ別専門技術員 

TA Traditional Authority 
伝統的権威、伝統首長、部族

長 

VDC Village Development Committee 村落開発委員会 

VHs Village Headperson（s） 村長 

WUAs Water Users Association 水利組合 
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評価調査結果要約表（和文） 
１．案件の概要 

国名：マラウイ共和国 案件名：持続可能な土地管理促進プロジェクト 

分野：農林水産-農業-農業土木 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：約 2 億 1,000 万円 

協力期間 2011 年 11 月～2015 年 11 月 先方関係機関：農業食糧安全保障省 

日本側協力機関： 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

マラウイ共和国（以下、「マラウイ」）は、国土面積約 11 万 8,000km2（北海道と九州を合わせ

た程度）を有する内陸国で、人口は約 1,591 万人である。人間開発指数（HDI）は 0.418 と 186
カ国中 170 位に位置し、2012 年の経済成長率は 1.9％、1 人当たりの国民総所得（GNI）は 320
ドル（2012 年 世界銀行）で低所得国に位置づけられる。マラウイの就労人口の 80％は農業に

従事するが、そのうち 90％以上は小農である。1 世帯当たりの平均農地面積は 0.8ha 程度であり、

種子や肥料などの農業投入資材、土壌保全・肥沃度向上の技術、灌漑や水管理技術などへのア

クセスが不十分であることから農業生産性は総じて低い。 
このような課題に対応するため、マラウイ政府は 2009 年に「農業セクター・ワイド・アプロ

ーチ（Agricultural Sector-Wide Approach：ASWAp）」を策定し、そのなかで持続的土地管理技術

の普及を重点課題に位置づけた。持続的土地管理技術とは、①土壌肥沃度改善、②土壌・水保

全、③保全型農業、④雨水利用、⑤アグロフォレストリーから構成され、農家が圃場でこれら

の技術を組み合わせて適用することにより、地力の維持・向上と農業生産性の向上を図ること

を目的としている。マラウイ農業食糧安全保障省（Ministry of Agriculture and Food Security：
MoAFS）は、安価な優良種子や化学肥料の提供などを通じて農業生産を支えているが、化学肥

料による土壌の劣化が問題となるなかで農業生産性を向上させるためには、堆肥の適用や土壌

流出の防止が特に重要となるにもかかわらず、MoAFS はそうした地力向上・維持に必要な技術

を十分に普及できていない。 
こうした背景を踏まえ、JICA は 2011 年 11 月から 2015 年 11 月まで「持続可能な土地管理促

進プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」）を実施している。本プロジェクトは、MoAFS 土

地資源保全局（Land Resource Conservation Department：LRCD）をカウンターパート（C/P）機関

として、ルニャングワ農業試験場とも協力しながらマラウイ北部のムズズ農政局（Agricultural 
Development Division：ADD）管轄地域を対象として実施しており、科学的に裏付けされた土壌

肥沃度改善技術の開発を行い、MoAFS LRCD の農民に対する指導能力を強化することを目的と

している。 
 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 
適切な持続的土地管理技術が全国に普及される。 
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（2）プロジェクト目標 
適切な持続的土地管理技術を普及する農業食糧安全保障省の能力が向上する。 
 

（3）アウトプット 
1）土壌肥沃度向上技術が強化される。 
2） パイロットサイトを所管に含む農政局に所属する専門技術員と普及員が持続的土地管

理技術を習得する。 
3）パイロットサイトの農家が持続的土地管理技術を実施する。 
4）全国の専門技術員が持続的土地管理技術を習得する。 
5）持続的土地管理技術を全国に普及するための方策が示される。 
 

（4）投入（評価時点） 
日本側： 
長期専門家派遣：2 名、短期専門家派遣：7 名、本邦研修：3 名、機材供与、ローカルコ

スト負担等 
相手国側： 

C/P 配置 21 名（中間レビュー調査時）、ローカルコスト負担（C/P 給与、C/P 交通費、事

務所の光熱費等）、事務スペースの提供（ムズズ ADD 内） 

２．評価調査団の概要 

調 査 者  総  括： 佐藤 武明 JICA 客員国際協力専門員 
技術普及戦略： 鶴井 純 株式会社サステイナブル 
評価分析： 杉本 寛子 株式会社日本開発サービス 
協力企画： 小峯百合恵 JICA 農村開発部 乾燥畑作地帯第一課 

調査期間 2014 年 1 月 27 日～2014 年 2 月 14 日 評価種類：中間レビュー調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

アウトプット 1：土壌肥沃度向上技術が強化される。 
実 績：以下の理由により、成果 1 は部分的に達成されたといえる。 
 ルニャングワ農業試験場研究場の土壌検査室に土壌・堆肥試験のための装置が設置され、

日本人専門家による研究者や技術者への技術指導が実施された結果、土壌と堆肥サンプ

ルの試験と分析を行うことが可能になった。また、専門家によりルニャングワ農業試験

場土壌試験用の土壌、堆肥、植物分析マニュアルの草案が 2013 年 11 月に作成された。

 提言の草案の作成については、農場及び試験場での圃場試験は現在進行中であり 2013-14
年と 2014-15 年の 2 期の収穫後の結果を受けて、土壌肥沃度向上のための堆肥技術に関す

る提案を持続的土地管理（Sustainable Land Management：SLM）技術として提示する予定

であることから、その達成は 2015 年になると見込まれる。 
 
アウトプット 2：ムズズ農政局の普及員が SLM 技術を習得する。 
実 績：以下の理由により、成果 2 はほぼ達成されたといえる。 
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 4県の LRCD専門技術員が堆肥作りの圃場試験に関する研修モジュールに基づく指導を受

けた。また、2013 年 7 月に 4 県で 48 名の普及員及びリードファーマー（Lead Farmer：
LF）48 名と各農業試験場技術者が研究プロトコールで指定された堆肥作りについての研

修を受けた。 
 4 県の LRCD 専門技術員全員がモニタリングと監督の研修の内容を理解しており、現在各

県の圃場試験のモニタリングの監督を実施している。 
 指標 2.3 については、参加した普及員全員が研修の内容を理解し、現在 LF の圃場試験の

モニタリングを継続している。 
 
アウトプット 3：SLM 技術がパイロットサイトの農民によって適用される。 
実 績：以下の理由により、成果 3 は部分的に達成されたといえる。 
 各県の普及員に対し圃場試験のための圃場のレイアウトや施肥技術に関する研修実施の

終了後に LF に配布するためのメイズ種子、化学肥料及び道具が分配され、LF に届けら

れた。 
 2013 年 7 月の研修に参加した 48 名の LF のうち 44 名（92％）が 4 県において 571 盛の堆

肥を準備するに至り、2013 年 12 月末までに LF 44 名全員が種まきを完了している。研修

に参加したが、堆肥の材料の入手が困難であったことなどの理由により圃場試験を実施

することができなかった LF は 4 名。4 名ともンカタベイ県の LF であるが、次期作付け

には堆肥作りを実施し圃場試験を実施する意向であることが同県の専門技術員より伝え

られている。 
 ベースラインとして LF の圃場から圃場試験前の土壌サンプルが収集され、現在分析中で

ある。土壌サンプルは計画的に分析される予定であり、2013-14 年の収穫後及び 2014-15
年の収穫後に土壌の肥沃度レベルが測定される予定である。 

 
アウトプット 4：全国の専門技術員が適正な SLM 技術を習得する。 
実 績：以下のとおり、成果 4 は 2015 年に達成する見込みであり、現時点では達成されていな

い。 
 2013-14 年と 2014-15 年の農場圃場試験と試験場の圃場試験の結果により適正な SLM 技術

が特定される計画であり、SLM 技術が確立されたのちに全国の専門技術員に対する研修

が行われる。 
 
アウトプット 5：SLM 技術を全国に普及するための方策が示される。 
実 績：以下のとおり、成果 5 は 2015 年に達成する見込みであり、現時点では達成されていな

い。 
 2013-14 年と 2014-15 年の農場圃場試験と試験場圃場試験の結果により適正な SLM 技術が

特定される計画である。SLM 技術が確立されたのち、指標 5.1 及び 5.2 に示されているプ

ロジェクト成果の発表や全国普及への計画の立案が実施される。 
 
プロジェクト目標：適正な SLM 技術を普及するための農業食糧安全保障省のキャパシティが向

上する。 
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実 績： 
 2013-14 年と 2014-15 年圃場試験の結果を踏まえて SLM 技術が確立され、同技術の普及ア

プローチが構築される見込みである。したがってプロジェクト目標は、プロジェクト後

半に実施される活動により達成される予定である。しかしながら、現在普及アプローチ

を開発する第一歩としての堆肥作りと施肥技術の圃場試験が進行中であること、ルニャ

ングワ農業試験場にて土壌や堆肥を科学的に分析するためのキャパシティが構築されて

いることなどから判断して、SLM 技術が確立されたのちの普及に関する準備は整いつつ

あると評価されることから、プロジェクト目標の達成度はやや高いと見込まれる。 
 
３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 
以下の観点から判断して、本プロジェクトの妥当性は高い。 

 プロジェクト対象グループ（MoAFS、農業普及員、農民）の科学的裏付けのある堆肥

生産及び施肥技術に対するニーズ 
 マラウイの関連政策との整合性 
 日本の対マラウイ援助方針との整合性 
 プロジェクトアプローチの適切さ 
 わが国の技術面での優位性 

 
（2）有効性：やや高い 

プロジェクト開始当初に多少遅れがみられたが、活動は順調に進捗しており、成果の達

成度も順調であることから、プロジェクト目標は達成される見込みである。 
 

（3）効率性：やや低い 
日本側の投入は当初、日本人専門家の派遣に多少遅れがみられたが、ルニャングワ研究

所の実験室の装置やプロジェクト車などの投入は適切であった。他方、マラウイ側の予算

支出が十分でなかった。 
 
（4）インパクト： 

現時点では予測であるが、現地で活動する NGO が農家による試験農場を訪問したり、企業

やプロジェクト外の農民が土壌テストを依頼したりするなどのインパクトがみられている。

 
（5）持続性：中程度である。 

政策面や技術面での持続性は高い。財政面については対処が必要である。 
1）政策面：土壌肥沃は MoAFS の重要政策の一つであり、その傾向は継続すると思われる。

2）組織面：研究所での技術移転を受けた人材の確保や今後の全国普及に関する MoAFS 内

での組織の強化が望まれる。 
3）財政面：マラウイ政府の財政は厳しい状況にあるため、案件終了後の全国普及に関す

る懸念はある。 
4）技術面：マラウイの現状に即した技術移転をめざしており、技術面での継続性は高い。
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３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
 C/P である MoAFS の局長から普及員レベルまで、本プロジェクトによって提案される

科学的データに裏付けられた適正な堆肥作りと施肥技術の情報に対する高いニーズが

あり、そのことがオーナーシップを高めているといえる。 
 プロジェクトは本省、農政局、県、普及計画地区（Extension Planning Area：EPA）、セ

クションと MoAFS の現行の行政・普及システムに従って実施されていることから、合

理的で適切であると考えられる。 
 LF の農場における圃場試験は、LF や普及員が有機肥料のメイズ作物への効果を自ら体

験することができるだけでなく、LF 以外の周辺の農民へも目に見える形で堆肥の効果

を示すことで、試験結果のオーナーシップを高めることにつながっていると考えられ、

プロジェクトへの積極的な参加を促す貢献要因となっている。 
 ルニャングワ農業試験場での土壌・堆肥分析の方法は、マラウイの現状に適していなが

ら科学的基準も満たしている試験技術を取り入れていることで構築されたキャパシテ

ィが持続する工夫を取り入れている。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
 プロジェクト開始当初は専門家の投入の遅れにより、ベースライン調査実施が遅れ、プ

ロジェクトの進捗に影響をもたらした。また、プロジェクト計画段階では成果 1 の活

動の一部をチテゼ農業研究所で行う予定であったが、開始後ムズズ ADD 内のルニャン

グワ農業試験場ですべての活動を実施することに変更になったため、一部チテゼに搬

入済みであった機材の移動が必要となったことも遅延の要因となっている。 
 

（2）実施プロセスに関すること 
 プロジェクト全体の計画を承認し、成果や目標の達成を見守る役割をもつプロジェクト

合同調整委員会（JCC）が、討議議事録（R/D）により１年に１度以上開かれるとされ

ているにもかかわらず、プロジェクト開始から 2 年以上経過した現時点までに１度し

か開かれていない。また、過去にプロジェクト管理チーム内の意思決定が十分な話し

合いもないままに行われていたこと、C/P が政府や他ドナーのプロジェクトなどを兼任

しているため、本プロジェクトに十分な時間が割かれておらず、プロジェクト管理チ

ームの間でプロジェクト進捗や問題を共有するための定期的なミーティングなどが開

かれていないなど、プロジェクト実施における意思決定プロセスの弱さが問題点とし

て挙げられる。 
 土壌や堆肥試験の行われているルニャングワ農業試験場や農業試験場での圃場試験な

ど成果 1 に関する活動の多くは農業研究サービス局（Department of Agricultural Research 
Services：DARS）の管轄で実施されているが、DARS のプロジェクトにおける位置づけ

が明確でない。同様に農村レベルでのプロジェクト実施は普及員により行われている

が、普及員は農業普及サービス局（Department of Agricultural Extension Services：DAES）
に所属していることから、DAES の役割をプロジェクトで明確にする必要もある。加え
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て、ムズズ ADD の局長の役割もプロジェクトにおいて認識されていないことなどマラ

ウイ側関係機関の役割の整理が必要とされる。 
 

３－５ 結 論 

プロジェクトはこれまで、ムズズ ADD 管内の試験場での土壌試験活動、対象 4 県の LF によ

るデモンストレーション活動等を行ってきた。協力期間当初の専門家の派遣の遅れ等に起因し、

プロジェクトの進捗には遅延がみられるものの、案件の内容はマラウイのニーズに合致したも

のであり、先方政府からの期待も大きい。また中間レビューを通じ、現場レベルでの活動がプ

ロジェクト目標の達成に向けて進行しつつあることが確認され、進捗は改善されつつある。 
以上を踏まえて、以下に述べる提言に従って若干の活動変更を行い、プロジェクトは残りの

協力期間の活動を実施することとする。 
 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

３－６－１ プロジェクトチームが実施すべき事項 
（1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）及び活動計画（PO）の改訂 

プロジェクトは、現行 PDM 及び PO を基に主要な活動を実施している。しかしながら、

それらはプロジェクトの内容を必ずしも反映しているわけではない。プロジェクトの成果

を十分に達成し、有用な研究結果を取りまとめるためには、これまでの活動経験を踏まえ

て見直すことが必要となる。 
主要な変更内容として、成果 4 と成果 5 を統合し、全国普及に向けた活動を一体化して

行うこととした。また PO も、PDM の改訂に伴い、見直しが行われるべきである。 
 

（2）マラウイ側関係機関の連携 
プロジェクトは、オフィスをムズズ ADD 事務所内に構え、DARS 直下のルニャングワ

農業試験場と 4 つのサブステーションでの研究活動を実施している。また、リロングウェ

においては LRCD をメインの C/P 機関として情報共有を行っている。また、プロジェク

ト後半においては、普及活動が強化されるべきであり、DAES の役割がますます重要になっ

てくる。 
DARS 及び DAES は重要な役割を果たすものの、プロジェクト実施体制のなかの位置づ

けが明確でなかった。したがって、今後は DARS 及び DAES をプロジェクトの実施体制

のなかに明確に位置づけて連携を強化するべきである。 
同様に県レベルにおいても、現場のニーズの適切な抽出と、研究結果の現場への確実な

普及のために研究部門と普及部門の連携を強化するべきである。 
 

（3）研究枠組み 
現地踏査における LF からの聞き取りにより、現行の研究枠組みには幾つかの課題が認

められた。したがって、研究活動や LF によるデモンストレーションの結果を踏まえて、

研究枠組みは、社会経済的要素を考慮し、必要に応じて柔軟に改善されるべきである。
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（4）普及戦略 
プロジェクトの前半期には、堆肥の作製及び使用に関する技術改善をめざした研究活動

が主たる活動となっていた。これまでの活動により一定のデータと知見が蓄積されてきた

ことから、今後は研究の成果を農家への普及につなげていくことが重要になる。プロジェ

クトは、中長期的な技術普及戦略を策定し、研究活動の成果が将来的な普及活動で有効活

用される道筋を明確にすべきである。技術普及戦略に関する提言の詳細を、付属資料９に

示す。 
 

（5）他関連プロジェクトとの連携 
本プロジェクトが対象としているムズズ ADD管内においては、普及分野で Development 

Fund of Norway（DF）、国連食糧農業機関（FAO）などさまざまな開発パートナーが存在

する。特に、ノルウェーの NGO である DF が、長年本プロジェクトと類似した支援を行っ

ている。また、両プロジェクトとも、普及活動において LF 制度を利用しており、同一人

物（県スタッフや普及員）が両プロジェクトを担当している。 
プロジェクトの効率性を高めるために、現在 DF との連携強化が検討されており、両プ

ロジェクト間での覚書（MOU）締結を見据え、プロジェクトは具体的な協力体制を構築

すべきである。 
 

（6）実施プロセス 
これまでプロジェクトにおいて計画や活動を決定する際、プロジェクト内での協議が十

分でなかったことが認められた。したがって、今後は定期的にミーティングを行うことに

より、より円滑な協働作業としての意思決定プロセスを構築するべきである。 
 

３－６－２ マラウイ政府が実施すべき事項 
本プロジェクトによって各関係者へ移転された技術が、プロジェクト終了後も確実に蓄積、

活用されるために、マラウイ政府は必要な予算と人員の確保に向けて取り組みを強化すべき

である。 
 
３－７ 教 訓 

（1）LF 方式の活用 
本プロジェクトは普及のために「LF 方式」を用いている。本方式はマラウイ政府によっ

ても活用が促進されており、他ドナーも自身のプロジェクトに利用している。先方政府に

よって推奨されている普及方式を用いることは、プロジェクトが開発した技術の円滑な波

及に貢献した。 
 
（2）関連機関の役割の明確化 

本プロジェクトの R/D においては、主要な C/P 機関は LRCD であると記載されている。

しかしながら、プロジェクトは LRCD の職員のみで実施されているのではなく、DARS や

DAES といった、その他の関連機関も関与している。関連機関の役割や位置づけは、新規プ

ロジェクトの開始時に明確に定義がなされるべきである。  
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評価調査結果要約表（英文）Summary of Terminal Evaluation 
I.  Outline of the Project 
Country： Republic of Malawi Project title： Sustainable Land Management Promotion Project 
Issue/Sector： Agriculture/Forestry/Fisheries Cooperation scheme： Technical Cooperation Projects 
Division in charge： Rural Development 
Department 

Total cost (estimated at completion of the Project)：  
Around 210 million Yen 

Period of 
Cooperation 

From November 2011 to 
November 2015 

Partner Country’s Implementing Organization：  
Ministry of Agricultural and Food Security 
Supporting Organization in Japan：  

1 Background of the Project 
 In the Republic of Malawi (Malawi), 80% of the working population is engaged in agriculture, and more than 
90 % of them are small farmers. The mean farmland area per household is around 0.8ha, and the agricultural 
productivity is generally low because the access to input materials or farming techniques is insufficient. Therefore, 
the national poverty ratio is very high (39%, 2009), and, in particular, the value in rural areas (34%) is much higher 
than that in urban areas (14%).  
 
Improvement and stabilization of the agricultural productivity is, therefore, urgently required to reduce the domestic 
poverty. The Malawian government formulated “Agricultural Sector-Wide Approach (ASWAp)" in 2009 to cope 
with this problem, and has placed the dissemination of sustainable soil management techniques as one of key issues 
in the development policy. The techniques are consisted of soil fertility improvement, soil and water conservation, 
conservation agriculture, rainwater harvesting, and agroforestry. It is intended that farmers take proper techniques to 
meet each situation in their fields to improve their agricultural productivity and soil fertility. 
 
Although Ministry of Agriculture and Food Security (MoAFS) supports agricultural productivity through subsidies 
of quality seeds or fertilizers to farmers, the agricultural inputs are severely in shortage. Utilization of compost or 
prevention of soil erosion is required to improve agricultural production under the situation, but the techniques are 
not sufficiently prevailed up to the present. 
 

Under these circumstances, the Sustainable Land Management Promotion Project (the Project, hereafter,) has 
been implemented since November 2011 based on the agreement of MoAFS and Japan International Cooperation 
Agency (JICA). At the turning point of project, Malawi and Japan Joint Evaluation Team (the Team, hereafter) 
organized to evaluate the project. 
 
2 Project Overview 

The Project aims at improving and maintaining soil fertility to increase agricultural productivity which is one of 
the priority issues in agricultural sector of Malawian government. This will be done through developing and 
strengthening sustainable land management technology and transferring technologies to subject matter specialists, 
extension agents and lead farmers in the pilot area. 
(1) Overall Goal: Appropriate SLM techniques are diffused to national-wide. 

 
(2) Project Purpose: Capacity of MoAFS to diffuse appropriate SLM techniques is enhanced. 
   
(3) Outputs 
1) Soil Fertility improvement techniques are enhanced. 
2) Extension agents in Mzuzu ADD are equipped with SLM techniques. 
3) SLM techniques are applied by farmer in the pilot sites. 
4) SMSs nationwide are equipped with proper SLM techniques. 
5) Measure(s) to diffuse proper SLM technique(s) nationwide is (are) indicated. 

 
(4) Inputs 

 Japanese side： 
1) Japanese Experts: 9 experts (2 long-term, 7 short-term) engaged in the project by the time of Review. 
2) Equipment: 2 project vehicles, computers, printers, motor cycles and lab equipment have been procures. 
3) C/P training in Japan: Three counterparts from LRCD HQ, Mzuzu ADD, and Lunyangwa Research Station were 
trained in Japan in Nov.2013. 
4) Operational Costs: A total of 95,000,000Malawian Kwacha has been spent so far as of December, 2013. 

Malawian side： 
1) Counterpart personnel: A total of 22 counter parts are assigned to the project 



ix 

2) Office and facilities: Office space for experts in Mzuzu ADD, laboratory space at Lunyangwa Research Stations 
and four trial fields at DARS research stations were provided. 
3) Operational costs: Running cost of the office was provided. 

 II. Evaluation Team 
Members of 
Evaluation Team 

1) Mr. Takeaki SATO 
2) Mr. Jun TSURUI 
3) Ms. Hiroko SUGIMOTO
4) Ms. Yurie KOMINE 

Team Leader, JICA Senior Advisor 
Technology Extension Strategy, Sustainable Inc. 
Evaluation Analysis, Japan Development Service Co., Ltd. 
Planning and Management, Arid and Semi-Arid Farming Area 
Division 1, Rural Division Department, JICA 

Period of Evaluation  From January 27 to February 14, 2014 Type of Evaluation： Mid-term Review 
 III. Results of Evaluation 
1. Achievement 
Output 1: “Soil Fertility improvement techniques are enhanced.” 
Achievement: partially achieved 
 Equipment for the soil and/or compost tests was installed in the laboratory at Lunyangwa Research Station 

and researchers and technicians were trained by Japanese experts and are able to conduct chemical analysis 
of soil and compost samples under the supervision of Japanese experts. The first version of Lunyangwa 
laboratory manual for soil, compost and plant analysis was drafted in November 2013.  

 On-farm and on-station trials are on-going. At the end of second harvest in 2015, the Project expects to 
compile recommendations on compost and manure application for soil fertility improvement.   

 
Output 2: “Extension agents in Mzuzu ADD are equipped with SLM techniques.” 
Achievement: mostly achieved 
 4 LRC SMSs from 4 districts participated in training of trainers. The training module for the field test on 

compost making was drafted. The trainings were organized in four districts in July 2013 with participation of 
a total of 48 extension agents. In addition, 48 LFs and 6 technicians from research stations in the districts 
were trained on compost making techniques described in the research protocol. 

 All the LRC SMSs in 4 districts understood contents for training of monitoring and supervising. 
 All the extension agents understood contents of training. 
 

Output 3: “SLM techniques are applied by farmer in the pilot sites.”  
Achievement: partially achieved 
 Planning workshops on plot layout and compost application for trials were organized for AEDOs in the 

respective districts. At the end of workshop, AEDOs received farm inputs including maize seeds and 
chemical fertilizers and delivered them to LFs. 

 After LFs attended the training in July 2013, they prepared composts and applied them into trial site. Out of 
48 farmers trained in July, 44 farmers (92%) had prepared a total of 571 heaps of compost in 4 districts. 
Monitoring results from districts show that all the LFs planted seeds by the end of December 2013. Four 
farmers who participated in the trainings failed to prepare the composts due to non-availability of compost 
materials etc. 

 Soil samples from LFs were collected and are being analyzed as baseline data. Improvement level will be 
assessed after the Mid-term Review. 

 
Output 4: “SMSs nationwide are equipped with proper SLM techniques.” 
Achievement: has not been achieved 
 OVI 4.1 has not been achieved since the activities will be implemented after the Mid-term Review. Proper 

SLM techniques will be identified from the results of on-farm and on-station trails. Therefore, the Output 4 
will only be implemented after the second year of trials in 2015. 

 
Output 5: “Measure(s) to diffuse proper SLM technique(s) nationwide is (are) indicated.” 
Achievement: has not been achieved 
 Proper SLM techniques will be identified from the results of on-farm and on-station trails. Therefore, the 

Output 5 will only be implemented after the second year of trial in 2015. 
 
Project Purpose: “Capacity of MoAFS to diffuse appropriate SLM techniques is enhanced.” 
Achievement: moderately high 
 Trials for compost making and application are ongoing as the first step of developing extension approach. 

The result of the trials will be compiled as SLM techniques. Extension approach of SLM techniques is 
supposed to be considered in the second half of the Project. SMSs will be able to understand the extension 
approach as the activities continue. 
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2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance: Considered as high 
 The Team confirmed that there are high needs for information about appropriate compost making techniques 

and application that are tested and backed up by scientific data.  
 In ASWAp, sustainable agricultural land and water management is listed as one of the three focused areas and 

land resource, sub-programme mainly targets higher efficiency of soil nutrients and available rain water use 
efficiently. Actions under SLM will therefore emphasize better land husbandry at farm level, including 
integrated soil nutrient management relying on both organic and inorganic technologies. Technology 
generation and dissemination and institutional strengthening and capacity building, are the two key support 
services described in ASWAp. Therefore, the project is in line with agricultural policy of Malawi. 

 In MOFA’s country strategy for Malawi, agricultural sector is one of the priority sectors for Japan’s assistance 
to Malawi. The strategy indicates assistance for soil fertility improvement and irrigation schemes are in the 
focus of Japan’s assistance in agricultural sector. Therefore, the project is consistent with assistance policy of 
Japan. 

 The project follows existing MoAFS administrative system from headquarters, division, district, EPA and to 
section which makes the implementation process more streamlined and efficient.  

 The importance of on-farm trials was confirmed. Farmers and extension agents expressed their appreciations 
for bringing the research close to the beneficiaries. Not only LFs but other farmers are experiencing the 
effectiveness of composts in their farmland. On-farm trials are effective particularly to increase the 
ownerships of result by extension agents and beneficiary farmers. On the other hand, some challenges were 
also observed. One of the major challenges is that the current on-farm trials put too much burden on one 
farmer such as material preparation and transportation of compost to the field.  

 Historically, Japan has been using compost for a long time and know-how for compost making and 
application has been developed. 

 
(2) Effectiveness: Moderately high 
 At inception stage of the Project, the implementation was behind the schedule due mainly to delays caused by 

inputs (ex. delay in dispatches of experts and implementation of baseline study, procurement of equipment). 
The Team confirmed that much progress was made in Output 1-3, now the Project is catching up the 
schedule. The Project is expected to achieve Output 4 and 5 as all activities are continued. 

 
(3) Efficiency: Moderately low 
 Delays of dispatching of Japanese experts for baseline survey and chief advisor had hampered smooth project 

implementation.  
 Equipment for the soil and compost testing was provided and has been fully used at Lunyangwa Research 

Station to analyze soil and compost samples collected from the trials. Motorbikes were provided for LRC 
SMSs and they are mostly used for monitoring and backstopping. However, lack of budget at MoAFS 
affected the availability of fuel for SMSs, so the usage of motorbike is limited in some districts.  

 Three C/P personnel were invited to Japan for the country-focused training. 
 22 C/P were assigned for the Project; however, lack of researchers is still a problem. Two assistant 

researchers were stationed and they have been trained. It is expected that proper number of C/P will be able 
to manage project activity during the Project period.  

 Malawian project budget for 2013 was approved through Public Sector Investment Program (PSIP). 
However, the budget was not disbursed due to the domestic problem. Lack of budget from Malawian 
government particularly affected mobility of the Project personnel for the Project monitoring and 
backstopping which is a crucial part of project. 

 
(4) Impact: 

It is too early to measure impact precisely at this moment; however, small impacts were already seen as follows; 
 NGO in Rhumphi who is implementing a project for climate change visited one of the LF’s trial farms to 

learn the activity. 
 Lunyangwa Research Station provided soil analysis for private sector and individual farmers. 

 
(5) Sustainability: Moderate 
 The Team expects that sustainable agricultural land management remains one of the priority policies in 

Malawi. Since ASWAp’sland resource sub-program mainly targets to improve soil fertility and efficient rain 
water use, it is likely Malawian government maintains the policy for soil fertility as crucial part of increasing 
agricultural production and reducing risk of food security. Therefore, policy sustainability of the Project will 
be secured. 

 LRCD is now leading the Project with very strong ownership. It is expected that they will lead national 
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diffusion of the SLM techniques. Functions of Lunyangwa Research Station were strengthened. By the end of 
the Project, Lunyangwa Research Station will be able to provide soil and compost testing and analytical 
services to famers and organizations in the northern region. Malawi government is advised to retain 
transferred technologies and/or expansion of already build capacity of Lunyangwa Research Station. For 
extension sector, DAES has not been fully involved in this project so far. Since the role of DAES is 
increasingly important, DAES should be engaged in the Project and also capacity of DAES is being 
strengthened. It is expected that they will contribute to diffusion of the SLM technology. Therefore, 
institutional aspect is moderately high. 

 In terms of sustainability, financial aspect is a major concern. Due to unforeseen circumstances, the project 
has not received enough budget contribution from the Malawian government for the implementation of the 
Project activity. Considering the current situation of Malawi, it would be difficult to revamp the Malawian 
financial condition soon. Therefore, financial aspect is moderately low.  

 SLM technology will be established based on existing technology. The Project is conducting capacity 
development in line with this concept. The technology which is to be introduced is locally applicable. As one 
of the examples is that, soil analysis at Lunyangwa Research Station is scientifically sound and locally 
applicable. Therefore, technological aspect is high. 

 
3. Factors that promoted realization of effects 

(1) Factors concerning to Planning 
 The Team confirmed that there are high needs for information about appropriate compost making techniques 

and application that are tested and backed up by scientific data in C/P personnel and MoFAS directors. This 
may be affecting the strong ownership of the Project by the Malawian counterpart. 

 The project follows existing MoAFS administrative system from headquarters, division, district, EPA and to 
section which makes the implementation process more streamlined and efficient.  

 The importance of on-farm trials was confirmed. Farmers and extension agents expressed their appreciations 
for bringing the research close to the beneficiaries. Not only LFs but other farmers are experiencing the 
effectiveness of composts in their farmland. On-farm trials are effective particularly to increase the 
ownerships of result by extension agents and beneficiary farmers. On the other hand, some challenges were 
also observed. One of the major challenges is that the current on-farm trials put too much burden on one 
farmer such as material preparation and transportation of compost to the field.  

 The technology which was introduced in the Project is locally applicable. One of the examples is the 
introduction of soil analysis method at Lunyangwa Research Station which is scientifically sound and locally 
applicable so the capacity build may be sustainably maintained 

 
4. Factors that impeded realization of effects 
 (1) Factors concerning to Planning 
 Delays of dispatching of Japanese experts for baseline survey and chief advisor had hampered smooth project 

implementation. Initially some of the activities of Output 1 were going to be implemented at Chitedze 
Research Station near Lilongwe. However, the all the activities were shifted to Lunyangwa Research Station 
in Mzuzu ADD after the inception of project. This change had caused some delay as equipment had to be 
transferred from Chitedze to Runyangwa Research Station. 

 
 (2) Factors concerning to the Implementation Process 
 According to R/D, JCC was supposed to be held once a year at least, however, since inception of the Project, 

JCC was held only once in December 2012 to date. Also, decision making process of the Project 
Management Team (PMT) was unclear as some of the decisions were made without enough consultations 
among PMT. Also C/Ps in Mzuzu ADD have managed other governments’ and donors’ projects and enough 
time was not allocated for the Project. This was one of the reasons why regular meetings were not held 
among PMT to share and discuss issues regarding project implementation. The Team found that the decision 
making process of the Project is weak.  

 LRCD is the lead department of the Project in MoAFS. However, most of the Project activities of Output 1 
are implemented at the Lunyangwa Research Station under DARS. Furthermore, extension agents who 
implement the project on the ground are managed by the Department of Agricultural Extension Services 
(DAES). Currently roles of both departments were not clearly defined in the Project document. Also, the role 
of the Program Manager who is the head of Mzuzu ADD is not defined in the project. 

 
5. Conclusion 

The Project has been implementing soil and compost testing, on-station trials at the research stations and 
on-farm trials by LFs in four districts in Mzuzu ADD. At the initial stage, the Project experienced some difficulties 
due mainly to the delay of dispatch of Japanese experts, which affected the implementation schedule. Thanks to the 
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efforts made by Malawian and Japanese sides, the implementation of the activities on the ground is now going well 
for achieving the project purpose. Much progress has been made in the project. In addition the Team confirmed that 
the Project responds to the needs of Malawian and the high expectation of the Malawian government. The project is 
expected to contribute for the agricultural development of Malawi. 

 
6. Recommendations 
 (1) Revision of PDM and PO 
 Although project activities are implemented based on PDM and PO, they do not necessarily reflect actual 

project. To achieve project outputs fully and to obtain research results, it is necessary to review PDM and PO. 
 The key suggested change by the Team is to combine Output 4 and Output 5. This change is to consolidate 

activities aiming for diffusion of the SLM techniques nationwide. Changes in PO are also proposed. 
 
 (2) Linkages among Malawian institutions 
 Currently LRCD leads project implementation both in Mzuzu ADD and in Lilongwe where LRCD 

disseminate projects results. In the Project, DARS plays an important role in soil and compost testing. 
On-station trials are conducted at Lunyangwa Research Station and four sub-stations under the supervision of 
DARS. Activities for extension should also be strengthened in the second half of the project period. 
Therefore, the role of DAES is becoming very important for achieving project purpose. 

 Despite crucial roles of DARS and DAES in the project, current project implementation structure does not 
clearly define their position. The evaluation team recommends that the position of DARS and DAES should 
be clearly defined so that the linkages between institutions can be enhanced in the project.   

 Similarly at the district level, the linkages between research and extension must be strengthened to identify 
the needs on the ground and to ensure that the research results reflects to extension. 

 
 (3) Research Framework 
 Interviews from LFs during field visits identified challenges in the current research framework. Therefore, 

the evaluation team recommends the flexible approach to be taken based on the results of on-station trials and 
on-farm trials with the consideration of socio economic elements. 

 
 (4) Extension strategy 
 The Project has been focused on research activities to improve compost making and application technologies 

during the first half period. In the second half, bridge-building between research and extension must be 
critically important. The Project should prepare a roadmap to ensure that the research results will be 
effectively used by extension agents. 

 
 (5) Linking with other projects 
 In Mzuzu ADD, there are several development partners such as Development Fund of Norway (DF), 

FAO-FICA and FAIR that are playing active roles in extension field. The project should enhance the 
collaborations with them and seek synergistic effect to promote its activities. 

 In particular DF, Norwegian NGO, has been implementing a similar project. DF uses MoAFS’s LF system 
for its extension activities and same government personnel (ex. extension agents and LRC SMSs) are in 
charge of both projects. To enhance effectiveness of the Project, the team recommends the Project to 
formalize the cooperation framework in the form of MoU. 

 
 (6) Implementation Process 
 Through interviews and questionnaires, the Team observed occasions that decisions were made without 

enough consultation in the Project Management Team in Mzuzu ADD. The Team recommends that the 
Project management team should build up cooperative decision making processes including setting up of 
regular meetings. 

 
 (7) Ensuring Budget and Human Resources 
 The Project is building capacity of project staff at the laboratory and in the field. It is crucial that skills and 

technology transferred to those staff remains. Consideration on human resources should be taken to maintain 
or to transfer the capacity build in this project.  

 The Team recommends the government of Malawi should make possible effort to secure enough budget and 
human resources to implement above recommendations. Particularly, MoAFS should explain the importance 
and the advantages of the Project to Ministry of Finance and other concerned ministries to obtain enough 
budget allocation for the Project activities. 
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7. Lessons Learned 
(1) Unilization of “Lead Farmer System” 

The Project is applying “Lead Farmer system” for their extension activity. The system is promoted by the 
government of Malawi, and other implementing partners are using it on their project as well. Thus, the system is 
promoted by the government of Malawi is contributing to smooth and quick diffusion of SLM techniques. 
 

(2) Defining related instituteions 
The R/D prescribed that a main C/P institution of the Project is LRCD; however, the Project is implemented not 

only by staff of LRCD but also by DARS and DAES. Since DARS and DAES are not clearly defined in the Project 
implementation structure. The positions and roles of related institutions should have been defined when new project 
is implemented. 
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第１章 調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

１－１－１ 調査団派遣の経緯 
農業分野はマラウイ共和国（以下、「マラウイ」）の全 GDP の 30％を占める1重要な産業であ

り、就労人口の約 80％が農業に従事している。その大半が小規模農家でメイズ、マメ、キャッ

サバ、タバコ、ラッカセイなどの作物を栽培している。1 世帯当たりの平均農地面積は 0.8ha
程度であり、種子や肥料などの農業投入資材、土壌保全・肥沃度向上の技術、灌漑や水管理技

術などへのアクセスが不十分であることから農業生産性は総じて低い。 
このような農業分野での課題に対応するため、マラウイ政府は 2009 年に「農業セクター・

ワイド・アプローチ（Agricultural Sector-Wide Approach：ASWAp）」を策定し、そのなかで持続

的土地管理（Sustainable Land Management：SLM）技術の普及を重点課題に位置づけた。SLM
技術とは、①土壌肥沃度改善、②土壌・水保全、③保全型農業、④雨水利用、⑤アグロフォレ

ストリーから構成され、農家が圃場でこれらの技術を組み合わせて適用することにより、地力

の維持・向上と農業生産性の向上を図ることを目的としている。マラウイ農業食糧安全保障省

（Ministry of Agriculture and Food Security：MoAFS）は、安価な優良種子や化学肥料の提供など

を通じて農業生産を支えているが、化学肥料による土壌の劣化が問題となるなかで農業生産性

を向上させるためには、堆肥の適用や土壌流出の防止が特に重要となるにもかかわらず、

MoAFS はそうした地力向上・維持に必要な技術を十分に普及できていない。 
こうした背景を踏まえ、JICA は 2011 年 11 月から 2015 年 11 月まで「持続可能な土地管理促

進プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」）を 4 年間の期間で実施している。2013 年 11 月に

本プロジェクトが協力期間の中間地点を迎えたことから、プロジェクト活動の実績と成果を評

価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言と教訓を導くことを目的として

マラウイと日本の代表者による合同中間レビューを実施することとなった。 
 

１－１－２ 調査団派遣の目的 
本中間レビューでは、マラウイ MoAFS と合同でプロジェクト目標や成果の達成状況を検証

し、評価を行う。また評価結果に基づき、プロジェクト残り期間の活動計画・活動実施におけ

る留意事項やプロジェクト終了後にマラウイ政府側が行うべきことを検討し、提言や教訓を抽

出する。具体的な中間レビューの目的は以下のとおりである。 
（1）プロジェクトの開始から中間時点までの実績と計画達成度をプロジェクト・デザイン・

マトリックス（Project Design Matrix：PDM）、活動計画（Plan of Operation：PO）に基づき

把握し、投入、活動、達成度を確認するとともに、評価 5 項目の観点から日本側・マラウ

イ側双方で総合的に評価する。 
（2）プロジェクト期間後半の実施を成功させるための課題や問題点を明確にし、今後の方向

性について関係者間で協議し、必要に応じて PDM 及び PO の見直しを行う。 
（3）以上のレビュー結果についてマラウイ側との合意事項として合同評価レポートに取りま

とめる。レビュー結果は合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）で報告し、

                                                        
1 平成24年度 外務省ODA評価マラウイ国国別評価報告書、外務省HP出典 
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合意した結果をミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）にて確認する。 
 
１－２ 団員構成 

中間レビューはマラウイと日本の合同評価団によって実施された。評価団員の構成は以下のと

おりである。 
 
マラウイ側評価団員 
 

1. Mr. Lloyd Liwimbi 団長 
農業食糧安全保障省 農業研究サービス局、チテゼ農業研究所 

2. Mr. Thaf Mlebe 農業食糧安全保障省 土地資源保全局 

3. Mrs. Yakosa Tegha 農業食糧安全保障省 農業普及サービス局 

 
日本側評価団員 
 

1. 佐藤 武明 団長 
JICA 客員国際協力専門員 

2. 杉本 寛子 評価分析 
株式会社日本開発サービス コンサルタント 

3. 鶴井 純 
 

技術普及戦略 
株式会社サステイナブル コンサルタント 

4. 小峯 百合恵 
 

協力企画 
JICA 農村開発部 乾燥畑作地帯第一課 職員 

 

１－３ 調査日程 

中間レビューは 2014 年 1 月 27 日から 2 月 14 日に実施された。詳細日程は付属資料１を参照。 
 
１－４ 主要面談者 

中間レビュー調査団が調査期間中に面談・聞き取りを行った主要な関係者は以下のとおりであ

る。 
 

表１ 主要面談者一覧 

氏 名 所 属 職 位 
Mr. J. Mussa（Director） 農業食糧安全保障省・土地資源保全局 局長 

 
Mr. Banda（D. Director） 農業食糧安全保障省・土地資源保全局 副局長 

 
Ms. Stella Kankwanba 農業食糧安全保障省・農業普及局 局長 

 
Ms. A.P. Moyo 農業食糧安全保障省・ムズズ農政局 局長 
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Mr. Gilbert Kupunda 農業食糧安全保障省・ムズズ農政局 土地資源管理チーフオ

フィサー 
Ms. Emily Therah 農業食糧安全保障省・ムズズ農政局 

 
土地資源管理オフィサ

ー 
Mr. F.J. Gondwe 農業食糧安全保障省・ムジンバ北県 県農業開発オフィサー 

 
Mr. D.J. Karonga 農業食糧安全保障省・ムジンバ南県 県農業開発オフィサー 

 
Mr. B. Msowoya 農業食糧安全保障省・ンカタベイ県 

 
県農業開発オフィサー 

Dr. Wilfred Chilimba 農業食糧安全保障省・ルニャングワ農

業試験場 
研究所代表 

Mr. O. Nakoma 農業食糧安全保障省・ルニャングワ農

業試験場 
圃場担当 

Mr. T. Mughandira 農業食糧安全保障省・ルニャングワ農

業試験場 
検査室担当 

鈴木 篤志 
 

JICA 専門家 チーフアドバイザー 

松井 直弘 
 

JICA 専門家 土壌調査・試験計画 

杉浦 伸郎 
 

JICA 専門家 業務調整（長期） 

中田 耕司 
 

JICA 専門家 施肥・作物栽培管理 

Mr. Kunt Anderson The Development Fund of Norway (DF) マラウイ事務所代表 
 

Mr. Mahara Nyirenda The Development Fund of Norway (DF) 農業分野コンサルタン

ト 
Mr. Viva Kagunya Total Land Care, Rumphi office 

 
モニタリング・評価担

当 
DF：Development Fund of Norway（ノルウェーの NGO） 
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第２章 プロジェクトの概要 
 
２－１ 基本計画 

２－１－１ プロジェクトの背景 
マラウイは国土面積約 11 万 8,000 km2（北海道と九州を合わせた程度）を有する内陸国で、

人口は約 1,591 万人である。人間開発指数（Human Development Index：HDI）は 0.418 と 186
カ国中 170 位に位置し、2012 年の経済成長率は 1.9％、1 人当たりの国民総所得（Growth National 
Income：GNI）は 320 ドル（2012 年 世界銀行）で低所得国に位置づけられる。マラウイの就

労人口の 80％は農業に従事するが、そのうち 90％以上は小農である。1 世帯当たりの平均農地

面積は 0.8ha 程度であり、種子や肥料などの農業投入資材、土壌保全・肥沃度向上の技術、灌

漑や水管理技術などへのアクセスが不十分であることから農業生産性は総じて低い。 
このような課題に対応するため、マラウイ政府は 2009 年に ASWAp を策定し、そのなかで

SLM 技術の普及を重点課題に位置づけた。SLM 技術とは、①土壌肥沃度改善、②土壌・水保

全、③保全型農業、④雨水利用、⑤アグロフォレストリーから構成され、農家が圃場でこれら

の技術を組み合わせて適用することにより、地力の維持・向上と農業生産性の向上を図ること

を目的としている。マラウイ MoAFS は、安価な優良種子や化学肥料の提供などを通じて農業

生産を支えているが、化学肥料による土壌の劣化が問題となるなかで農業生産性を向上させる

ためには、堆肥の適用や土壌流出の防止が特に重要となるにもかかわらず、MoAFS はそうし

た地力向上・維持に必要な技術を十分に普及できていない。 
一方、JICA は対マラウイの農業分野への援助として土壌肥沃度の向上と灌漑スキームの構築

を同セクターの重点援助項目として挙げている。2003 年から始まった小規模灌漑開発分野での

協力では、小規模灌漑開発パッケージのコンポーネントの一つとしてボカシ肥・植物農薬等を

用いた有機農業技術や土壌・流域保全技術等が含まれていた。しかし、2009 年に終了した小規

模灌漑開発技術協力プロジェクトの終了時調査において、農業技術コンポーネントの改訂と体

系化がいまだ十分でないという結果が示され、今後の課題として残された。 
こうした背景を踏まえ、JICA は 2011 年 11 月から 2015 年 11 月まで「持続可能な土地管理促

進プロジェクト」を実施している。本プロジェクトは、MoAFS 土地資源保全局（Land Resource 
Conservation Department：LRCD）をカウンターパート（C/P）機関として、ルニャングワ農業

試験場とも協力しながらマラウイ北部のムズズ農政局（Agricultural Development Division：
ADD）管轄地域を対象として実施しており、科学的に裏付けされた土壌肥沃度改善技術の開発

を行い、MoAFS LRCD の農民に対する指導能力を強化することを目的としている。 
 

２－１－２ プロジェクトの概要 
本プロジェクトは、プロジェクト対象地域に適した SLM 技術を開発・強化し、対象地域の

専門技術員や普及員、及び農家〔リードファーマー（Lead Farmer：LF）〕らに技術を移転する

ことで、マラウイ政府の重点課題である知力の維持・向上と農業生産性の向上に資することを

目的としている。 
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（1）協力期間：2011 年 11 月～2015 年 11 月（4 年間） 
 
（2）協力機関：マラウイ農業食糧安全保障省（MoAFS） 

① 土地資源保全局（LRCD） 
② 農業研究サービス局（Department of Agricultural Research Services：DARS） 

ルニャングワ農業試験場、チテゼ試験場 
③ ムズズ農政局（ADD） 

 
（3）対象地域：ムズズ ADD 管内の 4 県（ルンフィ、ムジンバ南、ムジンバ北、ンカタベイ） 

    
以下にプロジェクトの枠組みを示す。 

 
表２ プロジェクト枠組み 

上位目標 適正な SLM 技術が全国に普及する 
プロジェクト目標 適正な SLM 技術を普及するための農業食糧安全保障省のキャパシティ

が向上する 
成果 成果 1 土壌肥沃度向上技術が強化される 

成果 2 ムズズ農政局の普及員が SLM 技術を習得する 
成果 3 SLM 技術がパイロットサイトの農民によって適用される 
成果 4 全国の専門技術員が適正な SLM 技術を習得する 
成果 5 SLM 技術を全国に普及するための方策が提示される 

出所：プロジェクト PDM Ver. 1 

 
２－１－３ プロジェクトの実施計画 

本プロジェクトの実施計画は付属資料４－１の PO（Version 1）に記載のとおりである。 
 
２－２ 実施体制 

２－２－１ プロジェクトの実施体制 
JCC は実施機関の MoAFS と JICA の代表者により構成され、1 年に最低 1 回または必要に応

じて開催される。JCC の機能は以下のとおりである。 
① プロジェクトの枠組みに基づき PO を承認する。 
② 計画と照らし合わせて成果の達成度及びプロジェクトの進捗度を評価する。 
③ プロジェクトのモニタリングと評価を実施する。 
④ プロジェクト実施中に挙げられた主な課題について意見交換を行う。 
JCC メンバー一覧は、付属資料６に示されている。 

    
プロジェクト管理チームは LRCD 局長がプロジェクトディレクター、副局長が副ディレクタ

ーとして首都リロングウェにてプロジェクト全体の調整を担当し、ムズズ ADD 管区にて土地

資源保全チーフオフィサーがプロジェクトマネジャー、土地資源保全オフィサーが副プロジェ

クトマネジャーとして日本人専門家とともにプロジェクト実施にあたっている。 
以下にプロジェクトの実施における組織構成を示す。
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出所：プロジェクトチーム作成 

図１ プロジェクト実施体制 

 
２－２－２ マラウイ側協力機関 

本プロジェクトに関係するマラウイの MoAFS の関連部局は以下のとおりである。 
 土地資源保全局（LRCD） 
 農業研究サービス局（DARS） 
 農業普及サービス局（DAES） 
 農政局（ADD） 
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出所：JICA マラウイ事務所作成 

 
図２ 農業食糧安全保障省組織図 

 
本プロジェクトにおける農政局、県、普及計画地区（Extension Planning Area：EPA）の主な

役割を以下に示す。 
 

表３ 農政局、県、普及計画地区の主な役割 

Administrative Levels 主な役割 Officers 
ムズズ ADD  プロジェクト実施全体のコーディネーシ

ョン 
 県土地資源保全専門技術員（SMSs）のサ

ポート 

農政局土地資源保全職

員 
 

県  LF と対象地区の選択 
 普及員のサポート 
 モニタリングとフォローアップ 
 LF と普及員の研修 

県農業開発事務所長

（DADO） 
県土地資源保全専門技

術員 
普及計画地区  LF のサポートと後方支援活動 

 農場での圃場実験のモニタリング 
 

農業普及開発調整員

（AEDC） 
農 業 普 及 開 発 員

（AEDO） 
出所：調査団による作成 
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DARS は全国に戦略的に配置された以下の 16 カ所の農業研究所及び試験場から構成されて

いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

出典：DARS 2012 年プロファイル 

図３ 農業研究サービス局組織図 

 
 

プロジェクト開始当初はリロングウェ近郊のチテゼ農業研究所において、PDM 成果 1 に示さ

れている活動の幾つかが実施される予定であったが、プロジェクト開始後すべての活動はムズ

ズの近郊のルニャングワ農業試験場に移された。 
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第３章 中間レビューの方法 
 
３－１ 評価手法と評価項目 

３－１－１ 評価手法 
プロジェクト実施の中間地点を迎えたことから、中間レビューを実施するためにマラウイと

日本による合同調査団が結成され、プロジェクト開始から現時点までの達成度を検地、討議議

事録（Record of Discussions：R/D）、POやPDMの再検討、評価5項目を用いたプロジェクト成果、

プロジェクト目標及び上位目標の評価が実施された。合同調査団は中間レビュー以降のプロジェ

クトの計画を再検討し、協力の枠組みについて話し合うと同時に、必要に応じてプロジェクト

実施に関する改善点や修正点について提案を行った。 
 

３－１－２ 評価項目 
プロジェクト成果、プロジェクト目標及び上位目標については下記に示す評価5項目に従い、

分析・評価を実施した。 
 

表４ 評価 5 項目 

1. 妥当性 受益国の政策の優先度や日本の援助戦略の優先度との整合性、受益グルー

プや対象地域のニーズとの合致、導入された実施体制や方法が受益国や対

象地域に適したものであるかを評価する。 
2. 有効性 プロジェクトの成果の達成度。成果がプロジェクト目標の達成度と結びつ

いているかを評価する。 
3. 効率性 プロジェクトの投入の時期、質、量の観点からみた妥当性、他スキームや

他ドナーとの相乗効果、プロジェクト実施への貢献・阻害要因等を評価す

る。 
4. インパクト 上位目標へ達する見込み、正負・直接間接・意図的偶発的なインパクトに

ついて評価する。 
5. 持続性 プロジェクトが終了した後、プロジェクトの成果や効果が持続する見込み

を政治面、組織面、財政面、技術面から評価する。 
抜粋：新JICA事業評価ガイドライン 2010 年 

 
実績の検証は、プロジェクトの成果、プロジェクト目標、上位目標を現時点のPDMに記載さ

れている指標を用いて検証する。また、プロジェクト成果、プロジェクト目標及び上位目標を

記したPDMの概念と語彙（ごい）とその定義を図４及び表５に示した。 
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抜粋：新JICA事業評価ガイドライン 2010 年 

図４ プロジェクト・デザイン・マトリックス 

 
表５ PDMの語彙と定義 

Items in PDM Definitions 
上位目標 プロジェクト終了後3-5年以内に見込まれる間接的・長期的な効果、対

象社会へのインパクト 
プロジェクト目標 プロジェクト終了時に到達すると期待されるターゲットグループや対

象社会への直接的な効果 
成果 活動を行うことによって、産出される財・サービス 
活動 成果を産出するための活動 
外部条件 プロジェクトによる効果が持続していくための条件 
前提条件 活動を始める前にクリアする条件 
指標 目標の達成度を測る指標と目標値 
検証方法 指標の測定するための情報源 
投入 活動に必要な資源（人材、資金、資機材等） 

抜粋：新JICA事業評価ガイドライン 2010 年 

 
３－１－３ データ収集方法 

本調査にて分析や評価のために必要な情報やデータを収集するために以下の方法を用いた。 
    

文献調査：月例報告、専門家報告書、政策、ベースライン調査、援助戦略、プロジェクト成果

品やその他の持続可能な土地管理に関する文献を整理し、卓上調査を実施した。 
質問票：プロジェクトチームの日本人専門家やC/P、4県の専門技術員を対象に質問票を送付し、

回答を得た。 
聞き取り調査：MoAFSの関連局長や県職員、NGO職員らから聞き取り調査を行った。また日本

人専門家やC/Pからも詳細な情報を集めるため、追加で聞き取り調査を行った。 
現地踏査：ムズズADD内プロジェクト対象4県11名のLFの圃場試験を訪れ、LFから情報や意見

を収集した。またルニャングワ農業試験場では土壌・堆肥実験のための試験場の訪問と職員

からの情報・意見を行うと同時に、4試験場の圃場試験を訪れ現地踏査を行った。 
グループディスカッション：対象県の1県であるルンフィ県の普及員（AEDC 4名とAEDO 12名）
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によるグループディスカッションを実施し、普及員からプロジェクトに関する情報や意見を

収集した。 
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第４章 計画達成度 
 
４－１ 投入実績 

日本側とマラウイ側による投入を以下、表６と７に示した。 
 

表６ 日本側の投入 

1）専門家 9 名（長期 2 名、短期 7 名） 

2）資機材 車両 2 台、ラップトップ PC 5 台、デスクトップ PC 5 台、単車、土

壌検査用器具や装置など 

3）本邦研修 C/P 3 名を 2013 年 11 月に本邦研修に受け入れた 

4）予算 2013 年 12 月現在、在外事業管理費合計約 9,500 万 MWK（1MWK
＝0.25 円、約 2,300 万円） 

MWK：Malawian Kwacha 
出所：評価団による作成 

 
表７ マラウイ側の投入 

1）C/P 22 名 

2）オフィスなど施設 専門家執務室（ムズズ ADD 内）、ルニャングワ農業試験場土壌検査

室、DARS 農業試験場の 5 圃場 

3）予算 執行実績なし 
出所：評価団による作成 

 
４－２ 活動実績 

４－２－１ ベースライン調査 
マラウイ全土とパイロット地域の土壌保全と農業の現状を把握する目的で、ベースライン調

査を 2012 年 6 月と 7 月に実施した。 
マラウイ全土のベースライン調査は、国内の持続可能な土地管理に関するプログラムやプロ

ジェクトに関して以下の 3 点に注目して調査を実施した。 
① 成功している堆肥技術に関する情報を収集する。 
② 適正技術の普及方法について過去の事例より教訓を得る。 
③ プロジェクト実施における問題点や方向性を明確にする。 
調査チームは全国 8 農政局における現在または終了済みの持続可能な土地管理関連プロジェ

クトをリストアップし、全 47 プロジェクトのなかから 20 プロジェクトについて文献調査を実

施。その後各農政局 1 プロジェクトについて現地踏査を実施し、関係者などからの聞き取り調

査を行った。マラウイ全土対象のベースライン調査の結果として以下の提案が示された。 
 土壌肥沃要素を豊富に含むマメ類の残渣を堆肥の素材とするなど素材の質を考慮した適

正な堆肥作りを推奨すると同時に、堆肥の利用による恩恵を実感するために、作られた堆

肥がすべて使用されるように施肥技術を推奨する。 
 LF 制は制度を導入したプロジェクトのほとんどがその有効性を実証していること、現在の

農業普及を効率よく増強するアプローチであることから同制度の導入を推奨する。 
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 普及レベルでの知識に対する興味の低さがプロジェクト活動の持続性を困難にしている

ことから、普及にかかわるすべての職員や農民へのキャパシティ構築を強調すべきである。 
 物資配布について、農民は技術よりも物資を受け取ることに影響されることがあることか

ら、活動の持続性を考慮する際には、物資の配布による動機づけの導入は慎重にすべきで

ある。 
 参加型のプロジェクトモニタリングの導入は、農民の参加を積極化させプロジェクト活動

の持続性につなげることができる。 
対象地域におけるベースライン調査は、プロジェクトのインパクトを評定するためのベンチ

マークを確立するために実施された。この調査では土壌保全の観点から農業と農民の生活の実

情について調査し、SLM 技術と堆肥作り技術に関する同地域での問題点とその解決についての

提案を提示することを目的とした。 
調査チームはムズズ ADD 管区 3 県（ムジンバ、ルンフィ、ンカタベイ）の 25 村（383 世帯）

での個別またはグループでの聞き取り調査を実施。25 名の調査員と 4 名の県監督者がその調査

方法についての研修を受けたのちにデータ収集を行った。対象地域におけるベースライン調査

の結果、以下の提案が示された。 
 プロジェクトが SLM 技術の普及を通じてメイズ、ラッカセイ、ダイズなどの農作物の生

産性の向上をめざすことを提案する。 
 農民にはシンプルで効果的な技術が必要である。メイズとマメ類の間作、緑肥、化学農薬

や堆肥（コラ、ピット、チマト）などの技術の利用を普及の対象とすることを提案する。 
 技術の普及方法に関して、農民への対人によるサポートが親近感も増すため好まれる普及

方法であることから、普及員による技術面からのサポートは LF 制と相互に行うことで効

率のよい普及方法になるだろう。またラジオ番組や広報資料を通じた普及も効果的である。 
 

４－２－２ 研究プロトコールの作成 
研究プロトコールについて協議をするためのワークショップが 2013 年 6 月に開催され、

LRCD、DARS、ムズズ ADD、JICA マラウイ事務所、ブンダ大学（リロングウェ農業自然資源

大学）を代表したマラウイと日本の専門家による研究プロトコールが作成された。 
プロジェクトで実施される研究は植物残渣と家畜の糞尿を利用した堆肥作りを北部地域の

小規模農民に促進することを目的としているが、具体的には研究を通じて以下の評価を行う。 
 堆肥作りの技術とできた堆肥に含まれる植物残渣と家畜糞尿の割合及び土壌肥沃度向上

についての評価 
 異なる堆肥の収穫量への及ぼす効果についての評価 
 堆肥と化学肥料の割合の収穫量に及ぼす効果についての評価 
 異なる堆肥作りの経済的効果についての評価 
また、研究プロトコールの圃場試験について以下の詳細が決められた。①メイズを対象作物

とする。②ボカシ、チャング、ウィンドローの 3 種類の堆肥作りの方法を対象とする。③農場

と農業試験場での圃場試験においてオープン、シェード、プラスチックカバーの 3 種類の堆肥

作りの方法を対象とする。堆肥試験の概要をまとめると以下のとおりである。 
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出所：プロジェクトチーム作成 

図５ プロジェクト堆肥試験 

 
対象となる圃場試験場については以下のとおりである。 
① 農場試験場での圃場試験：ルニャングワ、ムブワ、ンコンデジ、ボレロ、チェナチェナ 
② LF による圃場試験：ムズズ ADD 管内、ンカタベイ、ムジンバ北、ムジンバ南、ルンフィ

各県それぞれ 12 名の LF、合計 48 名の農場 
 

４－２－３ LF の選出と研修 
2013 年 3 月から 4 月にかけて、LF の選出とプロファイル作成のための調査が 4 県で実施さ

れた。LF の選出にはコミュニティが LF を指名し AEDO にその決定を伝えるというプロセスが

とられた。2013 年 7 月には農業試験場技術者、普及員及び LF に対し、研究プロトコールに関

する研修が各県で実施された。3 日間の研修はプロジェクトにより作成されたトレーニングモ

ジュールに基づいて実施され、堆肥作りのデモンストレーションと施肥技術について LRCD 専

門技術員がトレーナーとなって実施された。研修の概要は以下のとおりである。 
 

表８ 研究プロトコールのための堆肥作り研修の概要 

県 ルンフィ ンカタベイ ムジンバ北 ムジンバ南 
研修日時 7 月 8～10 日 7 月 11～13 日 7 月 25～27 日 7 月 29～31 日 
場所 Country Annex 

 
Ilala Bay Lodge

 
CCAP Training 

Centre 
Old District 

Hospital Build. 
参加者合計 26 25 26 25 
LF 12 12 12 12 
普及員（AEDOs） 12 12 12 12 
試験場技術者 2 1 2 1 
その他参加者 C/P、県 LRC 専門員、研究者（ルニャングワ) 

出典：専門家報告書  
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研修修了後、44 名の LF が堆肥作りを実施し圃場を準備した。2013 年 12 月末までに 44 圃場

すべてにメイズ作付けが完了したと報告されている。 
 

４－２－４ ルニャングワ農業試験場におけるキャパシティ開発活動 
ルニャングワ農業試験場土壌検査室に土壌・堆肥試験のための装置が設置され、日本人専門

家による研究者や技術者への土壌や堆肥試験と分析についての指導が行われている。現時点で、

同検査室にて試験・分析が可能なパラメーターは pH、EC、土壌水分、土色、全炭素、全窒素、

アンモニア、硝酸窒素、リン及びカリウムなどである。2013 年 11 月に土壌、堆肥、植物分析

に関するルニャングワ土壌検査マニュアルの草案が専門家の指導の下、プロジェクトによって

作成されている。 
2013 年の 12 月末時点で、土壌サンプル 379、堆肥サンプル 144 が農場や試験場より収集さ

れた。分析業務の進行に関する現状は以下のとおりである。 
 

表９ ルニャングワ土壌検査室にて収集・分析されたサンプル数 

土壌 受領サンプル数 分析中 完了 
2012 Oct. 139 (F-139) - 139 
2013 Sept. 76 (S-43, F-33) - - 

Oct. 64 (S-21, F-43) - - 
Nov. 101 (S-21, F-3, DF-77) 30 - 
Dec. -  183 - 

Total 379  213 139 
F：農場、S：試験場、DF：（NGO）ノルウェーDevelopment Fund 

 
堆肥 受領サンプル数 分析中 完了 

2013 Sept. 53 (S-22, F-31) - - 
Oct. 21 (S-18, F-3) - - 
Nov. 70 (S-55, F-9, DF-6) - - 
Dec. -  10 16 

Total 144  10 16 
F：農場、S：試験場、DF：（NGO）ノルウェーDevelopment Fund 

出典：専門家報告書 

 
また、2013 年 7 月に研修を受けた農業試験場技術者により、5 試験場で以下の圃場試験が実

施されている。 
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表 10 試験場での試験の進行状況 

試験場 ルニャングワ ンコンデジ ムブワ ボレロ チェナチェナ

設置された圃場

数 
16 plots 

x 3 blocks 
14 plots 

x 3 blocks 
（+ 13 x 2）

16 plots 
x 3 blocks 

16 plots 
x 3 blocks 

16 plots 
x 2 blocks 

作付日 Dec. 18, 2013 Dec. 20, 2013 Dec. 28, 2013 Dec. 17, 2013 
Jan. 3, 2014 

Dec. 20, 2013

記録日      
1）発芽 
2）2 週目 
3）4週目 

Dec. 28, 2013 
Jan. 7, 2014 

Jan. 21, 2014 

Dec. 30, 2013
Jan. 10, 2014

Dec. 28, 2013
Jan. 8, 2014 

Jan. 9, 2014 
Jan. 22, 2014 

Dec. 30, 2013
Jan. 8, 2014 

圃場サイズ：3m x 3.5m 
出典：専門家報告書 

 
４－２－５ プロジェクトの成果品と広報資料 

プロジェクトの前半において、報告書や研修マニュアルなどが作成された。そのリスト及び

プロジェクトの広報資料の一覧を付属資料８に示している。 
 
４－３ 成果の達成状況 

４－３－１ 成果 1 
 

成果 1 土壌肥沃度向上技術が強化される。 
指標 1.1 土壌分析マニュアルと土壌肥沃度向上のための予備的な堆肥施用に関

する提言の草案が取りまとめられる。 
 

ルニャングワ研究所の土壌検査室に土壌・堆肥試験のための装置が設置され、日本人専門家

による研究者や技術者への技術指導が実施された結果、土壌と堆肥サンプルの試験と分析を行

うことが可能になった。また、専門家によりルニャングワ土壌試験用の土壌、堆肥、植物分析

マニュアルの草案が 2013 年 11 月に作成された。マニュアルは土壌検査室の技術者や研究者に

よる試験・分析が可能な項目が増えるごとに追記されていく予定である。 
 

提言の草案の作成については、農場及び試験場での圃場試験は現在進行中であり 2013-14 年

と 2014-15 年の 2 期の収穫後の結果を受けて、土壌肥沃度向上のための堆肥技術に関する提案

を SLM 技術として提示する予定であることから、その達成は 2015 年になると見込まれる。 
 

以上の理由により、成果 1 は部分的に達成されたといえる。 
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４－３－２ 成果 2 
 

成果 2 ムズズ農政局の普及員が SLM 技術を習得する。 
指標 2.1 ムズズ農政局の 20 名以上の専門技術員が講師養成研修に、264 名

の普及員が SLM 堆肥研修に参加する。 
2.2 モニタリング・監督の研修に参加した専門技術員の 90％以上がそ

の内容を正確に理解する。 
2.3 研修に参加した普及員の 80％以上がその内容を正確に理解する。

 
指標 2.1 について、4 県の LRCD 専門技術員が堆肥作りの圃場試験に関する研修モジュール

に基づく指導を受けた。また 2013 年 7 月に 4 県で 48 名の普及員及び LF 48 名と各農業試験場

技術者が研究プロトコールで指定された堆肥作りについての研修を受けた。 
指標 2.2 については、4 県の LRCD 専門技術員全員がモニタリングと監督の研修の内容を理

解しており、現在各県の圃場試験のモニタリングの監督を実施している。 
指標 2.3 については、指標 2.1 に述べたとおり、参加した普及員全員が研修の内容を理解し、

現在 LF の圃場試験のモニタリングを継続している。 
以上の理由により、成果 2 はほぼ達成されたといえる。 

 
４－３－３ 成果 3 

 
成果 3 SLM 技術がパイロットサイトの農民によって適用される。 
指標 3.1 パイロット活動を実施するために必要な資材（e.g. 堆肥素材や道

具）が、展示圃場（EPA）やパイロットサイトで準備される。 
3.2 LF 48 名以上への普及活動が実施される。 
3.3 選ばれた LF の 80％以上が普及員に教えられた推奨される堆肥技術

を正しく適用する。 
3.4 プロジェクトで支援する各 LF が、普及員に教えられた技術を、年

平均 10 名の周辺フォロアーファーマー（FF）に対し伝授する。 
3.5 平均 40％以上の FF が、LF に教えられた堆肥技術を適用する。 
3.6 土壌肥沃度が、24 名の LF と 180 名以上の FF の圃場で改善される。

 
指標 3.1 については、各県の普及員に対し圃場試験のための圃場のレイアウトや施肥技術に

関する研修実施の終了後に LF に配布するためのメイズ種子、化学肥料及び道具が分配され、

LF に届けられた。 
指標 3.2 と 3.3 については、2013 年 7 月の研修に参加した 48 名の LF のうち 44 名（92％）

が 4 県において 571 盛の堆肥を準備するに至り、2013 年 12 月末までに LF 44 名全員が種まき

を完了している。研修に参加したが、堆肥の材料の入手が困難であったことなどの理由により

圃場試験を実施することができなかった LF は 4 名。4 名ともンカタベイ県の LF であるが、次

期作付けには堆肥作りを実施し圃場試験を実施する意向であることが同県の専門技術員より

伝えられている。LF による圃場試験の実施状況は以下のとおりである。 
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表 11 2013 年の LF による堆肥作り活動 

県 
LF 数 LF による堆肥山数 

研修受講 堆肥準備
ウイン

ドロー 
チャング ボカシ 計 

ンカタベイ 12 8 47 35 48 130 
ルンフィ 12 12 34 53 55 142 
ムジンバ北 12 12 20 68 75 163 
ムジンバ南 12 12 32 40 64 136 

計 48 44 133 196 187 571 
出典：専門家報告書 

 
指標 3.4 と 3.5 については、現在実施中の圃場試験終了後に実施される活動により達成され

るものであることから、現時点では達成されていない。 
指標 3.6 については、ベースラインとして LF の圃場から圃場試験前の土壌サンプルが収集

され、現在分析中である。土壌サンプルは計画的に分析される予定であり、2013-14 年の収穫

後及び 2014-15 年の収穫後に土壌の肥沃度レベルが測定される予定である。 
以上の理由により、成果 3 は部分的に達成されたといえる。 

 
４－３－４ 成果 4 

 
成果 4 全国の専門技術員が適正な SLM 技術を習得する。 
指標 4.1. XX 名の専門技術員が講師養成研修に参加し、90％以上がその内容

を正確に理解する。 
 

2013-14 年と 2014-15 年の農場と試験場の圃場試験の結果により適正な SLM 技術が特定され

る計画であり、SLM 技術が確立されたのちに全国の専門技術員に対する研修が行われる。した

がって、成果 4 は 2015 年に達成する見込みであり、現時点では達成されていない。 
 

４－３－５  成果 5 
 

成果 5 SLM 技術を全国に普及するための方策が示される。 
指標 5.1 プロジェクトの成果を発表するワークショップ、セミナー、現地訪

問などが、XX 回以上開催される。 
5.2 SLM 技術を全国に普及するための計画のプロポーザルが、二つ以

上作成される。 
 

2013-14 年と 2014-15 年の農場での圃場試験と試験場での圃場試験の結果により適正な SLM
技術が特定される計画である。SLM 技術が確立されたのち、指標 5.1 及び 5.2 に示されている

プロジェクト成果の発表や全国普及への計画の立案が実施される。したがって、成果 5 は 2015
年に達成する見込みであり、現時点では達成されていない。 
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４－４ プロジェクト目標の達成状況 

 
プロジェクト目標 適正な SLM 技術を普及するための農業食糧安全保障省のキャパシティ

が向上する。 
指標 1. XX 名以上の農業食糧安全保障省の専門技術員が適正な SLM 技術に

係る普及アプローチを理解し、普及員に対し研修を実施することがで

きる。 
2. プロジェクトの普及アプローチが、農業食糧安全保障省の年次プラン

に反映される。 
3. プロジェクトが作成した SLM 技術を普及のための提案書が、少なく

とも XX 県の執行委員会で公式に認知される。 
 

2013-14 年と 2014-15 年圃場試験の結果を踏まえて SLM 技術が確立され、同技術の普及アプロ

ーチが構築される見込みである。したがってプロジェクト目標の指標 1～3 は、プロジェクト後

半に実施される活動により達成される予定である。しかしながら、現在普及アプローチを開発す

る第一歩としての堆肥作りと施肥技術の圃場試験が進行中であること、ルニャングワ農業試験場

にて土壌や堆肥を科学的に分析するためのキャパシティが構築されていることなどから判断し

て、SLM 技術が確立されたのちの普及に関する準備は整いつつあると評価されることから、プロ

ジェクト目標の達成度はやや高いと見込まれる。 
 
４－５ 上位目標の達成状況 

 
上位目標 適正な SLM 技術が全国に普及する。 
指標  SLM 技術を普及するプログラムが少なくとも 3 県にて実施される。 

 XX 名の普及員が専門技術員による研修を受講する。 
 

上位目標は、プロジェクト目標の達成の結果として、プロジェクト終了の 3～5 年後に達成が

測定されることから、本中間レビューにおいて上位目標を測定することは時期尚早である。 
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第５章 実施プロセス 
 
５－１ プロジェクトの管理 

本プロジェクトでは JCC とムズズ ADD 内に設置されたプロジェクト管理チームが意思決定組

織として機能している。JCC は、プロジェクト全体の計画を承認し、成果や目標の達成を見守る

役割をもっている。しかしながら、R/D によると JCC は 1 年に 1 度以上開かれるとされているに

もかかわらず、プロジェクト開始から 2 年以上経過した現時点までに 1 度（2012 年 12 月 11 日）

しか開かれていない。 
ムズズ ADD 内にあるプロジェクト管理チームは、ムズズ ADD LRCD のプロジェクトマネジャ

ーと副マネジャー及びチーフアドバイザーに率いられる日本人専門家から構成されており、プロ

ジェクト実施とモニタリングを担当している。質問票や聞き取り調査を通して、調査団は過去に

プロジェクト管理チーム内の意思決定が十分な話し合いもないままに行われていたという問題

を認識した。さらに調査団は、C/P が政府や他ドナーのプロジェクトを兼任しているため、本プ

ロジェクトに十分な時間が割かれていないなどの理由で、プロジェクト管理チームの間でプロジェ

クト進捗や問題を共有するための定期的なミーティングなどが開かれていないなど、プロジェク

ト実施における意思決定プロセスの弱さを確認した。 
本プロジェクトは LRCD が主 C/P 組織としてプロジェクトの先導をとっており、同局局長をは

じめとする職員が C/P としてプロジェクトに参加している。しかし、土壌や堆肥試験の行われて

いるルニャングワ農業試験場や 4 つのサブステーションでの圃場試験など成果 1 に関する活動の

多くは DARS の管轄で実施されているが、DARS のプロジェクトにおける位置づけが明確でない。

同様に農村レベルでのプロジェクト実施は普及員により行われているが、普及員は DAES に所属

していることから DAES の役割をプロジェクトで明確にする必要もある。加えて、ムズズ ADD
の局長の役割もプロジェクトにおいて認識されていないことなど、マラウイ側関係機関の役割の

整理が必要とされる。 
 
５－２ オーナーシップ 

中間レビューの聞き取り調査や協議より、マラウイ C/P のプロジェクトに対する高いオーナー

シップが確認された。このことはマラウイの MoAFS において科学的に実証された適正な堆肥作

りと施肥技術に関する情報へのニーズが高いことに起因していると考えられる。 
 
５－３ プロジェクト実施に影響を与えたその他の要因 

プロジェクト実施において、マラウイ政府高官の汚職事件の影響等でマラウイ側のプロジェク

ト予算が執行されなかったことが実施に大きな影響を与えている。特に、県専門技術員や普及員

による LF 圃場試験へのモニタリングやフォローアップのために必要な車両や単車の燃料費や自

転車等の供給がほとんどなされていない現状は、プロジェクト後半部への懸念が残る。 
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第６章 評価 5 項目の評価結果 
 
６－１ 5 項目評価 

６－１－１ 妥当性 
妥当性は高いといえる。 

    
（1）必要性 

調査団による聞き取り調査、現地踏査、質問票などを通して、科学的データに裏付けら

れた適正な堆肥作りと施肥技術の情報に関する高いニーズがあることが確認された。 
農場の圃場試験の現地踏査を通して LF に聞き取り調査を行った結果、化学肥料の価格

の上昇、土壌の劣化、他のプロジェクトに参加した LF が収穫量を上げていることなどが、

LF に参加した理由であることが分かった。また、普及員によるグループディスカッショ

ンより、普及員が農民へ自信をもって堆肥作りを推進できるようになるためには、科学的

データに基づいた堆肥や施肥技術の情報を身に付ける必要があることが挙げられた。同様

に、他県の LRCD の専門技術員からも推奨する堆肥作りや施肥技術の裏付けとなる科学的

データの必要性が挙げられていることから、プロジェクト後半部に提案される SLM 技術

に対するマラウイ農業関係者のニーズが高いことがうかがえた。 
 

（2）マラウイの政策 
マラウイの国家開発中期戦略である成長と開発戦略（Malawi Growth and Development 

Strategy：MGDS）II はマラウイの経済開発政策の基本方針であるが、そのなかの 9 分野が

優先課題として示されており、その一つとして農業と食糧安全保障が挙げられている。

ASWAp は同戦略を実施するための国家農業政策の優先投資プログラムである。 
SLM技術の普及はASWApの三大重点項目の一つとして挙げられている。SLM技術とは、

①土壌肥沃度改善、②土壌・水保全、③保全型農業、④雨水利用、⑤アグロフォレストリ

ーから構成され、農家が圃場でこれらの技術を組み合わせて適用することにより、地力の

維持・向上と農業生産性の向上を図ることを目的としている。これらの目的を達成するた

めに必要な技術サービスとして、技術を生み出し普及させること及び組織力の強化とキャ

パシティ構築を挙げている。 
本プロジェクトではルニャングワ農業試験場での土壌や堆肥検査・分析や圃場試験の実

施を通じて、人的・組織的キャパシティを構築することで適正な土壌肥沃度技術を確立し、

普及のベースとすることを目標としていることから、本プロジェクトはマラウイの農業政

策と整合性があるといえる。 
 

（3）日本の援助政策 
農業セクターはわが国の対マラウイの援助戦略のなかで優先度の高いセクターであり、

土壌肥沃度の向上と灌漑スキームの構築が同セクターの重点援助項目として挙げられて

いることから、科学的な根拠に基づいた堆肥作りや施肥技術の確立をめざす本プロジェク

トは、わが国の援助政策と整合性があるといえる。 
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（4）導入された手法の適切性 
本プロジェクトで導入された手法は、以下の理由で適切だといえる。 
プロジェクトは本省、農政局、県、EPA、セクションと MoAFS の現行の行政・普及シ

ステムに従って実施されていることから、合理的で適切であると考えられる。 
LF の農場における圃場試験は、LF や普及員が有機肥料のメイズ作物への効果を自ら体

験することができるだけでなく、LF 以外の周辺の農民へも目に見える形で堆肥の効果を

示すことができるという利点がある。受益農民や普及員が圃場試験を体験することは、試

験結果のオーナーシップを高めることにつながっていると考えられ、プロジェクトへの積

極的な参加を促す貢献要因となっている。一方、農場での圃場試験は圃場の数が 22 と多

く、加えて LF にとって 3 種の堆肥作りに必要な素材の入手や堆肥の農場への運搬などが

経済的・労働力などの面から大きな負担になっていることが確認された。 
 

（5）日本の技術の優位性 
歴史的に、わが国では堆肥を長い期間使用しており、堆肥作りと施肥の開発のノウハウ

をもっている。加えて、マラウイにおいて既にボカシなどの堆肥作りを技術協力プロジェ

クトなどで普及させた実績もあることから、日本の技術の優位性があるといえる。 
 

６－１－２ 有効性 
プロジェクト目標達成への見込みは、やや高い。 
プロジェクトの開始時には、専門家の派遣やベースライン実施、機材の調達の遅れなど投入

の遅れにより活動の実施が予定より遅れたが、現段階では下記の活動が完了または進行中であ

る。 
 ルニャングワ試験室への機材投入は完了し、土壌・堆肥試験・分析の技術指導が継続中で

あり、研究者や技術者のキャパシティが順調に開発されている。 
 研究プロトコールと堆肥作り及び施肥技術のためのトレーニングモジュールが編纂され、

普及員や LF への研修が実施された。 
 2013 年末までに研修を受けた LF や農業試験場技術員により堆肥作りと施肥、メイズの作

付けが行われ、農場と試験場での圃場試験は現在進行中であり実施中である。 
調査団は成果 1～3 が一部を除きほぼ達成していることを評価し、プロジェクトが遅れを取

り戻しつつあることを確認した。成果 4 と 5 は圃場試験の結果の分析を基に提案される SLM
技術が確立し、普及の段階での活動であるためにプロジェクト後半に達成すると見込まれてい

る。 
 

６－１－３ 効率性 
効率性はやや低い。 

 
（1）日本側投入 

専門家の投入について、プロジェクト開始当初にベースライン調査のための専門家の派

遣が遅れたことがプロジェクトに遅延をもたらした。しかしながら、現時点ではルニャン

グワ研究所への土壌・堆肥試験のための機器装置や C/P へのコンピュータや専門技術員へ
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の単車の投入は完了しており、機材装置などもおおむね利用されていることから投入に問

題はみられない。しかし機材投入として、圃場試験のモニタリングや指導のために県専門

技術員に単車が供給されたが、MoAFS からの予算の欠如により燃料の配布が不十分な状

態であり、一部利用は限られている。 
2013 年 11 月に C/P 3 名（LRCD 副局長、ルニャングワ研究所所長、ムズズ ADD 土地資

源管理職員）が帯広畜産大学や JICA 帯広において本邦研修を受けた。 
 

（2）マラウイ側投入 
現在マラウイ側 22 名の C/P がプロジェクトに関与している。プロジェクト開始当初、

ルニャングワ研究所の土壌・堆肥試験室では研究者の数が不足していたために技術移転の

先が技術者のみに限られていた。現在 2 名の准研究者が配置されて技術移転が進んでおり

状況は少し好転しているが、問題がないわけではない。 
2013 年のマラウイ側のプロジェクト予算が公共セクター投資プログラム（Public Sector 

Investment Program：PSIP）により承認されたが、同年半ばにマラウイ政府内で勃発した問

題のために予算分配が実施されなかった。このためマラウイ側の予算不足が C/P 職員や専

門技術員、普及員のモニタリングやサポートの機動力に負の影響を与えている。 
 

６－１－４ インパクト 
中間レビュー時点でインパクトを測定することは時期尚早であるが、今回の調査を通して小

規模ながら次のような正のインパクトがみられている。 
 気候変動プロジェクトを実施しているルンフィ県の NGO が圃場試験の様子や堆肥の効果

を学ぶため、LF の農場を見学した。 
 ルニャングワ農業試験場の土壌・堆肥試験室では既に企業や個人農家から土壌分析の依頼

が寄せられている。 
 

６－１－５ 持続性 
持続可能性は中程度である。 

    
（1）政策面 

マラウイの作物収穫高は周辺国と比較しても低く，主食としているメイズの平均収穫高

は 1.5～2.0t/ha であり、世界平均の 3t/ha を下回る2。さらに化学肥料による土壌の劣化が問

題となっていることから、土壌肥沃度の向上は農業生産性向上と食糧安全保障リスクの軽

減の側面からもマラウイの農業開発政策の優先項目であり続けると予想される。したがっ

て、政策面での持続性は確保されると判断される。 
 

（2）組織面 
局長を筆頭に LRCD のプロジェクトに対するオーナーシップの意識は高く、プロジェク

トで SLM 技術が確立されると、同局が全国普及の先導を取り普及活動を行うことが予想

                                                        
2 平成24年度 外務省ODA評価マラウイ国国別評価報告書、外務省HP出典 
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される。プロジェクトでキャパシティが向上されつつあるルニャングワ農業試験場の土

壌・堆肥検査と分析機能によって、プロジェクト終了時までに土壌と堆肥試験・分析サー

ビスを、ムズズ ADD 管区を含めたマラウイ北部地域の農民や団体に提供することができ

ると見込まれている。今後、ルニャングワ農業試験場で開発されるキャパシティの維持そ

してさらなる技術移転をマラウイ政府が計画することを期待する。普及に関する農業普及

局の現時点でのプロジェクトへの関与は弱いが、今後 SLM 技術が確立したのちの全国普

及の段階で普及局の重要性が増してくることが予想されることから、同局のプロジェクト

への関与やそのキャパシティの強化により、同局が SLM 技術普及に貢献することが望ま

れる。以上の理由から、組織的要因はやや高いと判断される。 
 

（3）財政面 
C/P 機関がプロジェクト終了後 SLM 技術普及のための予算を獲得できるかには大きな

懸念がある。プロジェクト開始から現時点まで、当初想定されていなかったマラウイ政府

内の問題等により、同政府からの活動予算がほとんど投入されていない状態が続いている。

現在のマラウイ政府の財政状況から考えると、この状況がすぐに好転するとは考えにくい

ことから財政面での不安は大きく、財政面での持続性はやや低いと判断される。 
 

（4）技術面 
プロジェクトがめざす SLM 技術の確立は、現に存在する堆肥作り及び施肥技術を科学

的に検証したうえで SLM 技術として提案するものであり新しい技術を開発するものでは

ないため、技術の定着という点では持続性はあるといえる。また、ルニャングワ研究所で

の土壌・堆肥分析の方法も、マラウイの現状に適していながら科学的基準も満たしている

試験技術を取り入れていることから、技術面での持続性は高いと判断される。 
 
６－２ 成果達成の促進要因と抑制要素 

６－２－１ 促進要因 
 C/P である MoAFS の局長から普及員レベルまで、本プロジェクトによって提案される科学

的データに裏付けられた適正な堆肥作りと施肥技術の情報に対する高いニーズがあり、そ

のことがオーナーシップを高めているといえる。 
 プロジェクトは本省、農政局、県、EPA、セクションと MoAFS の現行の行政・普及シス

テムに従って実施されていることから、合理的であると考えられる。 
 LF の農場における圃場試験は、LF や普及員が有機肥料のメイズ作物への効果を自ら体験

することができるだけでなく、LF 以外の周辺の農民へも目に見える形で堆肥の効果を示す

ことで、試験結果のオーナーシップを高めることにつながっていると考えられ、プロジェ

クトへの積極的な参加を促す貢献要因となっている。 
 ルニャングワ研究所での土壌・堆肥分析の方法は、マラウイの現状に適していながら科学

的基準も満たしている試験技術を取り入れていることで、構築されたキャパシティが持続

する工夫を取り入れている。 
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６－２－２ 抑制要素 
 プロジェクト開始当初は専門家の投入の遅れにより、ベースライン調査実施が遅れ、プロ

ジェクトの進捗に影響をもたらした。また、プロジェクト計画段階では成果 1 の活動の一

部をチテゼ農業研究所で行う予定であったが、開始後ムズズ ADD 内のルニャングワ農業

試験場ですべての活動を実施することに変更になったため、一部チテゼに搬入済みであっ

た機材の移動が必要となったことも遅延の要因となっている。 
 プロジェクト全体の計画を承認し、成果や目標の達成を見守る役割をもつ JCC が、R/D に

より 1 年に 1 度以上開かれるとされているにもかかわらず、プロジェクト開始から 2 年以

上経過した現時点までに 1 度しか開かれていない。また、過去にプロジェクト管理チーム

内の意思決定が十分な話し合いもないままに行われていたこと、C/P が政府や他ドナーの

プロジェクトなどを兼任しているため、本プロジェクトに十分な時間が割かれておらず、

プロジェクト管理チームの間でプロジェクト進捗や問題を共有するための定期的なミー

ティングなどが開かれていないなど、プロジェクト実施における意思決定プロセスの弱さ

が問題点として挙げられる。 
 土壌や堆肥試験の行われているルニャングワ研究所や農業試験場での圃場試験など成果 1
に関する活動の多くは DARS の管轄で実施されているが、DARS のプロジェクトにおける

位置づけが明確でない。同様に農村レベルでのプロジェクト実施は普及員により行われて

いるが、普及員は DAES に所属していることから、DAES の役割をプロジェクトで明確に

する必要もある。加えて、ムズズ ADD の局長の役割もプロジェクトにおいて認識されて

いないことなど、マラウイ側関係機関の役割の整理が必要とされる。 
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第７章 結 論 
 
プロジェクトはこれまで、ムズズ ADD 管内の試験場での土壌試験活動、対象 4 県の LF による

デモンストレーション活動等を行ってきた。 
協力期間当初の専門家の派遣の遅れ等に起因し、プロジェクトの進捗には遅延がみられるもの

の、案件の内容はマラウイのニーズに合致したものであり、先方政府からの期待も大きい。また

中間レビューを通じ、現場レベルでの活動がプロジェクト目標の達成に向けて進行しつつあるこ

とが確認され、進捗は改善されつつある。 
以上を踏まえて、以下に述べる提言に従って若干の活動変更を行い、プロジェクトは残りの協

力期間の活動を実施することとする。 
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第８章 提言・教訓 
 
８－１ 提 言 

８－１－１ プロジェクトチームが実施すべき事項 
（1）PDM 及び PO の改訂 

プロジェクトは、現行 PDM 及び PO を基に主要な活動を実施している。しかしながら、

それらはプロジェクトの内容を必ずしも反映しているわけではない。プロジェクトの成果

を十分に達成し、有用な研究結果を取りまとめるためには、これまでの活動経験を踏まえ

て見直すことが必要となる。 
主要な変更内容として、成果 4 と成果 5 を統合し、全国普及に向けた活動を一体化して

行うこととした。また PO も、PDM の改訂に伴い、見直しが行われるべきである。 
 

（2）マラウイ側各関係機関の連携 
プロジェクトは、オフィスをムズズ ADD 事務所内に構え、DARS 直下のルニャングワ

農業試験場と 4 つのサブステーションでの研究活動を実施している。また、リロングウェ

においては LRCD をメインの C/P 機関として情報共有を行っている。また、プロジェクト

後半においては、普及活動が強化されるべきであり、DAES の役割がますます重要になっ

てくる。 
DARS 及び DAES は重要な役割を果たすものの、プロジェクト実施体制のなかでの位置

づけが明確でなかった。したがって、今後は DARS 及び DAES をプロジェクトの実施体制

のなかに明確に位置づけて連携を強化すべきである。 
同様に県レベルにおいても、現場のニーズの適切な抽出と、研究結果の現場への確実な

普及のために研究部門と普及部門の連携を強化すべきである。 
 

（3）研究枠組み 
現地踏査における LF からの聞き取りにより、現行の研究枠組みには幾つかの課題が認

められた。したがって、研究活動や LF によるデモンストレーションの結果を踏まえて、

研究枠組みは、社会経済的要素を考慮し、必要に応じて柔軟に改善されるべきである。 
 

（4）普及戦略 
プロジェクトの前半期には、堆肥の作製及び使用に関する技術改善をめざした研究活動

が主たる活動となっていた。これまでの活動により一定のデータと知見が蓄積されてきた

ことから、今後は研究の成果を農家への普及につなげていくことが重要になる。プロジェ

クトは、中長期的な技術普及戦略を策定し、研究活動の成果が将来的な普及活動で有効活

用される道筋を明確にすべきである。技術普及戦略に関する提言の詳細を、付属資料９に

示す。 
 

（5）他関連プロジェクトとの連携 
本プロジェクトが対象としているムズズ ADD 管内においては、普及分野で DF、FAO な

どさまざまな開発パートナーが存在する。特に、ノルウェーの NGO である DF が、長年
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本プロジェクトと類似した支援を行っている。また、両プロジェクトとも、普及活動にお

いて LF 制度を利用しており、同一人物（県スタッフや普及員）が両プロジェクトを担当

している。 
プロジェクトの効率性を高めるために、現在 DF との連携強化が検討されており、両プ

ロジェクト間での MOU 締結を見据え、プロジェクトは具体的な協力体制を構築すべきで

ある。 
 

（6）実施プロセス 
これまでプロジェクトにおいて計画や活動を決定する際、プロジェクト内での協議が十

分でなかったことが認められた。したがって、今後は定期的にミーティングを行うことに

より、より円滑な協働作業としての意思決定プロセスを構築すべきである。 
 

８－１－２ マラウイ政府が実施すべき事項 
本プロジェクトによって各関係者へ移転された技術が、プロジェクト終了後も確実に蓄積、

活用されるために、マラウイ政府は必要な予算と人員の確保に向けて取り組みを強化すべきで

ある。 
 
８－２ 教 訓 

（1）LF 方式の活用 
本プロジェクトは普及のために「LF 方式」を用いている。本方式はマラウイ政府によって

も活用が促進されており、他ドナーも自身のプロジェクトに利用している。先方政府によって

推奨されている普及方式を用いることは、プロジェクトが開発した技術の円滑な波及に貢献

した。 
 
（2）関連機関の役割の明確化 

本プロジェクトの R/D においては、主要な C/P 機関は LRCD であると記載されている。し

かしながら、プロジェクトは LRCD の職員のみで実施されているのではなく、DARS や DAES
といった、その他の関連機関も関与している。関連機関の役割や位置づけは、新規プロジェ

クトの開始時に明確に定義がなされるべきである。 
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第９章 団長所感 
 
（1）SLM 技術と普及戦略の推進 

本プロジェクトは開始当初は、普及対象とすべき技術が特定されていなかったこと、一部

の専門家の派遣の遅れ、メインの試験場の変更など種々の問題があり進捗が遅れていた。そ

の後は、マラウイ側 C/P と新たな体制になった日本人専門家の努力により、遅れは挽回され

つつある。 
現在はマラウイで承認された研究プロトコールに従って、試験場内試験や LF の圃場での展

示試験が開始されており、その結果も収穫期に向けて出ることになっている。しかし、現在

のプロトコールを今後もそのまま適用した試験としていくのか、何らかの改良・変更を加え

る必要があるのかについては検討が必要である。プロトコールは尊重されるべきものである

が、現在行われている試験栽培などの活動結果を踏まえて、多少の改良を加えていくことが

現実的と考える。圃場レベルでいえば、LF たちはきつい作業にもかかわらず、高い意識をもっ

て展示試験に臨んでおり、周りの農家への技術の移転に関しても大きな役割を果たしている。

このこと自体は大いに賞賛されるべきである。しかし、彼らはコンポスト材料の収集や多量

のコンポスト作製、さらにコンポストの運搬などに相当な労力を費やしており、試験項目の

整理も含めて効率的なあまり負担にならないやり方も検討されることが望ましい。 
プロジェクト前半は主に試験研究分野に業務が集中していたが、今後は推進技術の絞り込

みとともに、普及戦略を考えておくことが必要になる。議論の結果、改訂 PDM ではやや大き

めの普及目標を示してあるが、これを達成するためにも LF 制度を採用している他のプロジェ

クトの活用も含めて今から検討を開始していくべきである。 
プロジェクトは残り 2 年弱となっており、終了時に何を残すかを今から考えておくことが

必要である。例えば、高度なレベルでなくても、地域ごとの推薦堆肥作成法・適用法とか、

他開発パートナーとの連携による SLM 技術の普及戦略などを具体的に残して着地できれば、

一応の区切りはつくものと考える。 
 
（2）プロジェクトの実施体制 

今回の議論の焦点の一つは、提言にも述べたように、プロジェクト関係機関間の役割の明

確化であった。これまで LRCD がプロジェクトをリードしてきたが、DARS や DAES、さらに

は ADD プロジェクトマネジャーも非常に重要な役割を果たしているにもかかわらず、明確な

形になっていないことが認められた。したがって、今回、DARS や DAES も重要な部門とし

てプロジェクトに明確に位置づけた。このことにより、より強固なプロジェクト実施体制と

なると確信する。この点については、LRCD、DARS、DAES の幹部も全く同意見であり、マ

ラウイ政府の強力なサポートを期待したい。 
また、プロジェクト内の意思決定については、これまで意見のやり取りはしているものの、

協働作業の形で意思決定がなされていないことがあることが見受けられた。マラウイ側 C/P
が他のプロジェクト対応などで不在のことも多いようだが、定期会合を復活させるなどして

膝を突き合わせた議論に基づいて物事を決定していくことが肝要である。この点に関しては、

根気がいることであるが専門家チームからの粘り強い働きかけも必要になると思われる。 
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（3）予算・人員 
マラウイのプロジェクトでは常に先方政府の予算手当と人員の配置が問題になっている。

今回、ムズズや中央の C/P たちが、予算獲得に向けて努力をしたことにより 2013 年度は予算

も認められたこと（ただし SLM だけのものではなく、他のプロジェクトも含めたもの）など

前進もみられるが、実際に支出されるかどうかはまた別問題である。マラウイ側は予算につ

いては、政府の SLM に対する優先度が高いことや ASWAp 枠組みでの財政措置などで対応で

きるとしているが、これまでのプロジェクト活動を振り返ると、車両・モーターバイクの燃

料代の支出にも苦労しており、現実的には困難が予想される。プロジェクトの持続性を考慮

すると、今から財政当局に SLM の重要性を認識させ、少しでも予算を獲得していくことが必

要である。 
人員も各部署で充足しているわけではない。一例を挙げれば、北部の土壌試験・分析の拠

点であるルニャングワ試験場においては試験・分析はテクニシャンによってなされている状

況であり、試験場の柱となる研究者の配置が必要であることなどからも分かるように、予算

の制約はあるにせよ、人員の充実に向けて努力することが必要である。 
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